
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 件
③
① ％
② 千円
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

内部管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 介護保険料賦課調査事務

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 26-３　介護保険サービスの充実

事  業  期　間 開始年度 平成12年度 終了年度

税務課

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 介護保険事業特別会計（介護保険事業勘定）

基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款

予 算 事 業 名 2.賦課徴収費 係　   　名 住民税係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 ０７６５－２３－１００９

施  策  名 26　豊かな長寿社会の実現 目 １．賦課徴収費

１．総務費

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 ２．徴収費

市民協働の状況 協働になじまない

実績 達成率 計画
25年度 26年度

介護保険料の賦課、調査
３年ごとの介護保険料の見直しに対する対応

計画

２
事
業
概
要

事 業 概 要 介護保険料の適正公平な賦課、調査、調定

対　   　象 魚津市に住民登録されている65歳以上の人（魚津市で介護保険料を賦課する人）

手       段
（活動指標）

意       図
（成果指標）

賦課対象者を特定し、適正な賦課及び歳入調定を行う。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

調査件数

成
果
指
標

活
動
指
標

実績計画

13,34313,300
13,600賦課件数 13,300 13,343 13,747 101.1%13,600

13,747 101.1%

100.0

13,600

100.0
954,139

100
973,196 102.0% 982,808

100.0%

13,600

介護保険料に係る調定額（現年分） 927,852 956,644
適正な賦課がされている割合 100.0 100.0

623,000

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費 604,000
②委託料

予算現額 決算額 予算現額 決算額
604,000

②県支出金

25年度 26年度
決算増減率 当初予算額

1,080,000 931,318 54.2% 1,180,000

1,221,000⑤その他
278.4%

1,417,000 1,354,368
支出合計（Ａ） 604,000 604,000 2,497,000 2,285,686

③工事請負費
④負担金補助及び交付金

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
④その他（使用料、雑入等） 604,000
⑤一般財源

3,024,000

2,497,000 2,285,686604,000 3,024,000

収入合計 604,000
8

円）（Ｂ） 5,460,000 5,460,000

②年間所要時間 1,300 1,300

①事務事業に携わる正規職員数 8

278.4%

3,024,0002,285,686 278.4%604,000 2,497,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

0.0%

5,460,000 5,460,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 6,064,000

人
件
費

27.7%

4,200 0.0% 5,460,000

1,300 0.0%

8

③人件費（②×＠

1,300

8 8

1,300

・介護保険料の賦課、調査
・介護保険制度の周知
・３年ごとの介護保険料の見直しに対する対応
　（次期見直しは、平成２６年度に準備し平成２７年度から実施）

6,064,000 7,957,000 7,745,686 8,484,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ａ

効  率  性 Ａ

１次評価
（課長総括） Ａ

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
１ 妥当である ２ 検討の余地あり

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
妥　当　性 Ａ

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

３ 低い

３ 妥当でない

３ 低い
３ あり

３ 適正でない
２ 普通

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通
コスト効率 １ 高い

類似事業の有無

評価項目 内　　容

１ なし ２ 検討の余地あり
３ 低い・未実施２ 目標どおり

２ 改善の余地あり ３ 適正でない
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり
負担割合の適正化 １ 適正である

目標達成度 １ 高い

計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　本市は、介護保険施設が他市に比較して多いなど施設介護サービス基
盤が充実し、介護サービス利用者の増加などから保険給付費も増加傾向
にある。　介護保険事業の安定運営のため、財源となる介護保険料を納
付する65歳以上の第1号被保険者について、対象者の所得状況等の適格な
把握に努め、適正な保険料賦課を行う。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 件
③
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

内部管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 介護保険料徴収事務

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 26-３　介護保険サービスの充実

事  業  期　間 開始年度 平成12年度 終了年度

税務課

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 予算なし

基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款

予 算 事 業 名 なし 係　   　名 納税係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 23-1086

施  策  名 26　豊かな長寿社会の実現 目

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項

市民協働の状況 協働になじまない

実績 達成率 計画
25年度 26年度

介護保険料の徴収

計画

２
事
業
概
要

事 業 概 要 介護保険料を徴収する

対　   　象 介護保険被保険者

手       段
（活動指標）

意       図
（成果指標）

介護保険料を納めてもらう

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

賦課件数

成
果
指
標

活
動
指
標

実績計画

13,42413,300
1,600督促状の発送件数 1,500 1,623 1,644 102.8%1,600

13,349 98.9%

15.0

13,500

11.1
99.6

15.0
99.1 99.5% 99.6

74.0%

13,500

現年課税分の収納率 99.5 99.1
滞納繰越分の収納率 15.0 10.7

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費
②委託料

予算現額 決算額 予算現額 決算額

②県支出金

25年度 26年度
決算増減率 当初予算額

⑤その他
支出合計（Ａ） 0 0 0 0

③工事請負費
④負担金補助及び交付金

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源

0

収入合計 0
8

円）（Ｂ） 5,880,000 5,880,000

②年間所要時間 1,400 1,400

①事務事業に携わる正規職員数 8
000 0

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

0.0%

5,880,000 5,880,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 5,880,000

人
件
費

0.0%

4,200 0.0% 5,880,000

1,400 0.0%

8

③人件費（②×＠

1,400

8 8

1,400

口座振替不能通知６回／年、督促状、催告書３回／年、合同夜間徴収４回／年、電話催告２回／年　納付相談随時
大部分の方が年金からの特別徴収となっているため、催告などは年金特徴にならない普通徴収の未納者に限られる

5,880,000 5,880,000 5,880,000 5,880,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ｂ

効  率  性 Ａ

１次評価
（課長総括） Ａ

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
１ 妥当である ２ 検討の余地あり

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
妥　当　性 Ａ

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

３ 低い

３ 妥当でない

３ 低い
３ あり

３ 適正でない
２ 普通

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通
コスト効率 １ 高い

類似事業の有無

評価項目 内　　容

１ なし ２ 検討の余地あり
３ 低い・未実施２ 目標どおり

２ 改善の余地あり ３ 適正でない
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり
負担割合の適正化 １ 適正である

目標達成度 １ 高い

計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　本市は、介護保険施設数が近隣市町村に比べ多く施設サービス
の基盤が充実していることなどから、介護サービスの利用者が増
え、保険給付費は増加傾向にある。介護保険事業の安定運営のた
めの財源となる介護保険料について、住民の理解を求めながら、
市条例等に基づく公正・公平な賦課徴収に努める必要がある。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円 1,231,180

２ 普通

毎月過誤納リストを作成し、還付対象者への速やかな通知および還付を行った。

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性

妥　当　性

1,392,130

３ あり

Ｈ24評価

２ 検討の余地あり

２ 検討の余地あり

１ 高い

目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

１ なし

３ 妥当でない１ 妥当である

24年度
決算額

項

目

1,200,000

850

協働になじまない26-３　介護保険サービスの充実

計画
950

単位 24年度
実績

391,180

391,180

0.0%1

200

41.1%

0.0%

41.1%

効  率  性 Ａ

不要１次評価
（課長総括）

負担割合の適正化

コスト効率

計画どおり事業を実施することが適
当

実施主体の適正化
３ 低い

１ 適正である

１ 高い
１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

３ 適正でない２ 改善の余地あり

２ 普通

内部管理

終了年度

1,200,000

税務課介護保険料還付事務

第一号被保険者保険料還付金

自治事務

納税係

0765-23-1008

担
当
部
署

課       名

係　   　名

電 話 番 号

政  策  名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

施  策  名

平成12年度 予
算
科
目

基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち

９　健康で安心して暮らせる社会の構築

26　豊かな長寿社会の実現

開始年度 当面継続 会　   　計

款

101.2%

４．諸支出金

１．償還金及び還付加算金

１．第１号被保険者保険料還付金

達成率
107.1%862 910

介護保険事業特別会計

計画
900

86.0

市民協働の状況

26年度
実績計画

25年度

２
事
業
概
要

事 業 概 要
納付された保険料のうち、被保険者の死亡や転出、所得更正、または誤納によって発生した過誤納金を被保険者側か
ら指定のあった振込口座に還付する。

対　   　象

意       図
（成果指標）

還付対象者への速やかな還付

還付口座の登録がない対象者へは複数回通知を送り、また死亡者の場合は遺族が市役所に手続きに来庁された際に口
座を確認する等、速やかな還付ができるようしている。

魚津市介護保険に加入している65歳以上の被保険者（第1号被保険者）

手       段
（活動指標）

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

③人件費（②×＠

①事務事業に携わる正規職員数

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

552,130

552,130
552,130391,180

1,200,000

1,200,000

成
果
指
標

支
出
内
訳

年度内還付率（還付件数/還付対象件数）

③工事請負費

区　　分

①需用費

３
指
標

保険料還付件数活
動
指
標

95.0 84.0 85.0

指　標　名

財
源
内
訳

単位

④負担金補助及び交付金
⑤その他
支出合計（Ａ）
①国庫支出金
②県支出金

②委託料

予算現額

1,200,000 391,180
1,200,000

有  効  性

Ａ
１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である

2,040,000

類似事業の有無

人
件
費 840,000

対象の妥当性
目標達成度

上位施策への貢献度
Ｂ

200

1

840,000円）（Ｂ）4,200 840,000

200

1

2,040,000

２ 目標どおり

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価

予算現額 決算額

41.1%

1,200,000

決算増減率

41.1%

552,130

85

26年度

1

840,000

1,200,000

当初予算額

1,200,000

1,200,000
1,200,000

　

2,040,000

1

２ 検討の余地あり

200

1,200,000

200

840,000

３ 妥当でない

0.0%

３ 低い

13.1%

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　還付件数が増加しており、他の後期高齢者医療保険料、国保税
の還付事務と併せて、効率的な実施方法等について検討していき
たい。

評
価
結
果

２次評価



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 千円
② 千円
③
① 箇所
② 箇所
③ 箇所

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり補助することが適当 ２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（または計画通り）継続実施とするが、事業全体との
バランスを常に考えた予算編成と執行管理を行う。

評
価
結
果

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

特別養護老人ホームへの建設費に対する補助金の交付。
介護老人保健施設整備費の借入れに対する利子補給の交付。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり

504,000 504,000 0.0% 504,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 13,129,000 13,128,541 12,948,000 12,947,033 -1.4% 12,766,000

-1.4% 12,262,000
⑤一般財源 12,625,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2 2

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 504,000

0.0% 2

②年間所要時間 120 120 120 120 0.0% 120

504,000

④その他（使用料、雑入等）
12,624,541 12,444,000 12,443,033 -1.4% 12,262,000

②県支出金財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

収入合計 12,625,000 12,624,541 12,444,000 12,443,033

支出合計（Ａ） 12,625,000 12,624,541 12,444,000 12,443,033 -1.4% 12,262,000
⑤その他
④負担金補助及び交付金 12,625,000 12,624,541 12,444,000 12,443,033 -1.4% 12,262,000
③工事請負費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料

成
果
指
標

特別養護老人ホーム・介護老人保健施設数 7 7 7 7 100.0% 7
スプリンクラー設置済みグループホーム数 4 4 4 4 100.0% 4
小規模多機能型居宅介護事業所数 2 2 2 2 100.0% 2

利子補給額 2,292 2,292 2,111 2,111 100.0% 1,929３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

補助金額 10,333 10,333 10,333 10,333 100.0% 10,333

２
事
業
概
要

事 業 概 要 事業者による介護保険施設等の整備に対し、補助金の交付、または借入金の利子補給を行う。

対　   　象 介護サービス事業所を運営している法人

手       段
（活動指標）

特別養護老人ホームへの建設費に対する補助金の交付。
介護老人保健施設整備費の借入れに対する利子補給の交付。

意       図
（成果指標）

健全な施設運営により介護保険サービスの充実を図る。

一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 ３．民生費

政  策  名 ９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 １．社会福祉費

施  策  名 26　豊かな長寿社会の実現 目 ２．老人福祉費

基本事業名 26-３　介護保険サービスの充実 市民協働の状況 協働になじまない

社会福祉課

予 算 事 業 名 介護老人保健施設整備費借入金利子補給事業、特別養護老人ホーム施設整備事業補助金 係　   　名 介護保険係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1148

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 介護保険施設整備事業補助事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成10年度 終了年度 平成37年度 予
算
科
目

会　   　計



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 千円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 介護保険システム関係事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成11年度 終了年度

社会福祉課

予 算 事 業 名 介護保険一般管理費 係　   　名 介護保険係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1148

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 １．総務管理費

施  策  名 26　豊かな長寿社会の実現 目 １．一般管理費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 介護保険事業特別会計（介護保険事業勘定）

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 １．総務費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 26-３　介護保険サービスの充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
介護保険法改正に対応するシステムへの改修及び保守業務を委託する。システム機器のリースと保守業務を委託す
る。

対　   　象 介護保険システム及び機器

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

システム改修業務及び保守点検業務委託、機器のリースと保守点検業務委託

意       図
（成果指標）

介護保険システム及び機器を安定して運用できる。

活
動
指
標

委託料及びリース料 13,585 13,525 10,586 13,336 126.0% 10,927

100システム正常稼働率 100 100 100 100 100.0%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料 8,438,410 6,720,000 6,825,000 6,531,000 -2.8% 3,888,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

7,039,000
支出合計（Ａ） 16,125,410 13,525,440 13,631,000 13,336,440 -1.4% 10,927,000
⑤その他 7,687,000 6,805,440 6,806,000 6,805,440 0.0%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 16,125,410 13,525,440 13,631,000 13,336,440 -1.4% 10,927,000

収入合計 16,125,410 13,525,440 13,631,000 13,336,440 -1.4% 10,927,000
⑤一般財源

0.0% 1

②年間所要時間 80 80 80 80 0.0% 80

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

-1.4% 11,263,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

システム改修業務及び保守点検業務委託、機器のリースと保守点検業務委託

336,000 336,000 336,000 0.0% 336,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 16,461,410 13,861,440 13,967,000 13,672,440

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 336,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（または計画通り）継続実施とするが、事業全体との
バランスを常に考えた予算編成と執行管理を行う。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 人
③
① 円
② 円
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 低所得利用者負担軽減事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成12年度 終了年度

社会福祉課

予 算 事 業 名 低所得利用者負担軽減事業 係　   　名 介護保険係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1148

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 １．総務管理費

施  策  名 26　豊かな長寿社会の実現 目 １．一般管理費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 介護保険事業特別会計（介護保険事業勘定）

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 １．総務費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 26-３　介護保険サービスの充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要

介護保険サービスを利用している者のうち、低所得者に対し市が支援を行うことにより、介護保険の利用促進を図る。以下の２事業を行って
いる。
①社会福祉法人等利用者負担軽減・・・対象者の介護サービス利用分のうち、1/4または1/2を社会福祉法人と国・県・市が助成するもの
②在宅介護サービス利用者負担助成（市単助成）・・・対象者の介護サービス利用分のうち、1/5又は2/5を市が単独で助成するもの

対　   　象 要支援又は要介護の認定を受けている者のうち、低所得者。

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

①申請に基づき、世帯の収入・資産・預貯金等を確認し、対象者と決定した場合は、減額認定証等を交付する。
②申請に基づき、世帯の収入等を確認し、対象者と決定した場合は、負担助成証等を交付する。

意       図
（成果指標）

介護保険サービスを利用している者の経済的負担を軽減する。

活
動
指
標

申請者（社会福祉法人等利用者負担軽減） 5 1 3 3 100.0% 3
申請者数（在宅介護サービス利用者負担助成） 27 19 12 7 58.3% 12

1,000
市補助額（在宅介護サービス利用者負担助成） 384,000 170,395 260,000 73,790 28.4% 260,000

市補助額（社会福祉法人等利用者負担軽減） 0 0 1,000 0 0.0%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 384,000 170,395 261,000 73,790 -56.7% 145,000
③工事請負費

支出合計（Ａ） 384,000 170,395 261,000 73,790 -56.7% 145,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 384,000 170,395 261,000 73,790 -56.7% 145,000

収入合計 384,000 170,395 261,000 73,790 -56.7% 145,000
⑤一般財源

0.0% 1

②年間所要時間 400 400 400 400 0.0% 400

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

-5.2% 1,825,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

①申請に基づき、世帯の収入・資産・預貯金等を確認し、対象者と決定した場合は、減額認定証等を交付する。
②申請に基づき、世帯の収入等を確認し、対象者と決定した場合は、負担助成証等を交付する。

1,680,000 1,680,000 1,680,000 0.0% 1,680,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 2,064,000 1,850,395 1,941,000 1,753,790

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,680,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（または計画通り）継続実施とするが、事業全体との
バランスを常に考えた予算編成と執行管理を行う。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり補助することが適当 ２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
②
③
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 介護認定審査事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成11年度 終了年度

社会福祉課

予 算 事 業 名 介護認定審査事業、介護認定審査会委員研修事業、介護認定調査事業、主治医意見書作成事業 係　   　名 介護保険係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1148

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 ３．介護認定審査会費

施  策  名 26　豊かな長寿社会の実現 目 １．介護認定審査会費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 介護保険事業特別会計（介護保険事業勘定）

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 １．総務費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 26-３　介護保険サービスの充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要

介護サービスを利用するには、被保険者（及びその家族等）が要介護認定申請をして、介護認定審査会による要介護（要支援）の認定を受け
なければならない。市は認定調査員による訪問調査の基本調査結果を基にコンピューター判定（一次判定）を行い、さらに認定調査員の特記
事項や主治医意見書の内容を踏まえて、保健・医療・福祉の各分野の学識経験を有する者で構成された介護認定審査会を開催する。介護認定
審査会では、厚生労働省の定めた基準に照合し、総合的な判断で行い、市は審査判定後、速やかに申請者へ審査結果の通知を行う。

対　   　象 要介護（要支援）認定申請者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

介護保険法に基づく要介護認定申請（新規・更新・変更）に係る認定調査、審査判定及びそれに付随する事務処理。

意       図
（成果指標）

要介護認定申請者の心身に基づき、適正な審査判定（要支援・要介護）が行われる。

活
動
指
標

要介護認定審査件数 2,784 2,433 2,483 2,536 102.1% 2,533

2,676要支援・要介護と認定された人数 2,426 2,374 2,548 2,425 95.2%

支
出
内
訳

①需用費 1,439,000 1,214,248 1,547,000 1,217,968 0.3%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

1,720,000
②委託料 10,920,956 7,484,227 9,993,475 8,858,769 18.4% 10,000,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 43,044 40,496 352,000 307,864 660.2% 348,000
③工事請負費

20,218,000
支出合計（Ａ） 30,218,000 24,948,831 31,851,000 28,988,200 16.2% 32,286,000
⑤その他 17,815,000 16,209,860 19,958,525 18,603,599 14.8%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 30,218,000 24,948,831 31,851,000 28,988,200 16.2% 32,286,000

収入合計 30,218,000 24,948,831 31,851,000 28,988,200 16.2% 32,286,000
⑤一般財源

0.0% 5

②年間所要時間 2,600 2,600 2,600 2,600 0.0% 2,600

①事務事業に携わる正規職員数 5 5 5 5

11.3% 43,206,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

介護保険法に基づく要介護認定申請（新規・更新・変更）に係る認定調書、審査判定及びそれに付随する事務処理。審査委員は総勢
20名で、任期は2年、1合議体5名とし4合議体で構成・運営されている。全80回の審査会を開催し、総審査件数は2,536件だった。

10,920,000 10,920,000 10,920,000 0.0% 10,920,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 41,138,000 35,868,831 42,771,000 39,908,200

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 10,920,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（または計画通り）継続実施とするが、事業全体との
バランスを常に考えた予算編成と執行管理を行う。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
②
③
① 人
② 千円
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 介護保険事業計画推進事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成11年度 終了年度

社会福祉課

予 算 事 業 名 介護保険事業計画推進事業 係　   　名 介護保険係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1148

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 ４．計画策定委員会費

施  策  名 26　豊かな長寿社会の実現 目 １．計画策定委員会費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 介護保険事業特別会計（介護保険事業勘定）

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 １．総務費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 26-３　介護保険サービスの充実 市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要
平成24年3月に策定した「第５期魚津市介護保険事業計画」の進捗状況の点検にあたるとともに、計画の推進に努め
る。

対　   　象 介護保険被保険者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

介護保険事業計画推進委員会等の開催

意       図
（成果指標）

介護サービスを必要とする人に対し、サービスの確保をする。

活
動
指
標

委員会開催回数 4 3 4 2 50.0% 6

2,676
給付費／年 4,155,538 4,092,752 4,300,590 4,207,998 97.8% 4,496,294
要介護認定者数 2,426 2,374 2,548 2,425 95.2%

支
出
内
訳

①需用費 12,000 0 6,000 0

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

1,218,000
②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

951,000
支出合計（Ａ） 312,000 125,000 306,000 90,000 -28.0% 2,169,000
⑤その他 300,000 125,000 300,000 90,000 -28.0%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 312,000 125,000 306,000 90,000 -28.0% 2,169,000

収入合計 312,000 125,000 306,000 90,000 -28.0% 2,169,000
⑤一般財源

0.0% 1

②年間所要時間 300 300 300 300 0.0% 1,000

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

-2.5% 6,369,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

介護保険事業計画推進委員会等の開催

1,260,000 1,260,000 1,260,000 0.0% 4,200,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 1,572,000 1,385,000 1,566,000 1,350,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,260,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（または計画通り）継続実施とするが、事業全体との
バランスを常に考えた予算編成と執行管理を行う。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
②
③
① 千円
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 介護サービス費給付事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成12年度 終了年度

社会福祉課

予 算 事 業 名 居宅介護サービス費給付事業、地域密着型介護サービス費給付事業、施設介護サービス費給付事業他 係　   　名 介護保険係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1148

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 １．介護サービス等諸費

施  策  名 26　豊かな長寿社会の実現 目 １．居宅介護サービス給付費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 介護保険事業特別会計（介護保険事業勘定）

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 ２．保険給付費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 26-３　介護保険サービスの充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要

介護保険の認定者が介護保険サービスを利用した場合に当該費用が給付費用として支出される。
①住宅改修・福祉用具購入申請の受付・審査及び支払い
②高額介護サービス対象者の把握、通知書の発送及び支払い
③高額医療合算介護サービス申請書受付、介護保険自己負担額証明書の発行、支払い
④その他給付費の国保連合会への支払い　⑤月例報告　⑥給付データ分析

対　   　象 介護サービス利用者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

住宅改修・福祉用具購入申請の受付・審査及び支払い
介護サービス給付費の支払い（償還払いと現物給付）
月例報告、データ分析

意       図
（成果指標）

必要とする介護サービス費を適正に給付する。

活
動
指
標

介護サービス利用者数 2,038 2,069 2,019 2,068 102.4% 2,319

4,398,512給付費／年 4,155,538 4,092,752 4,300,000 4,207,998 97.9%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 4,177,228,000 4,087,738,074 4,272,439,000 4,203,080,491 2.8% 4,393,922,000
③工事請負費

4,590,000
支出合計（Ａ） 4,182,267,000 4,092,751,614 4,277,704,000 4,207,997,571 2.8% 4,398,512,000
⑤その他 5,039,000 5,013,540 5,265,000 4,917,080 -1.9%

財
源
内
訳

①国庫支出金 928,162,000 917,695,976 951,816,000 935,671,094

③地方債

2.0% 980,348,000
②県支出金 619,277,000 606,338,297 630,935,000 621,858,883 2.6% 647,100,000

④その他（使用料、雑入等） 2,634,828,000 2,568,717,341 2,694,953,000 2,650,467,594 3.2% 2,771,064,000

収入合計 4,182,267,000 4,092,751,614 4,277,704,000 4,207,997,571 2.8% 4,398,512,000
⑤一般財源

0.0% 1

②年間所要時間 400 400 400 400 0.0% 400

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

2.8% 4,400,192,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

住宅改修・福祉用具購入申請の受付・審査及び支払い
介護サービス給付費の支払い（償還払いと現物給付）
月例報告、データ分析

1,680,000 1,680,000 1,680,000 0.0% 1,680,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 4,183,947,000 4,094,431,614 4,279,384,000 4,209,677,571

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,680,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（または計画通り）継続実施とするが、事業全体との
バランスを常に考えた予算編成と執行管理を行う。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり補助することが適当 ２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 人
③ 事業所

① 件
② 件
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 介護相談員派遣事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成13年度 終了年度

社会福祉課

予 算 事 業 名 介護相談員派遣事業 係　   　名 介護保険係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1148

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 ２．包括的支援事業・任意事業費

施  策  名 26　豊かな長寿社会の実現 目 ５．任意事業費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 介護保険事業特別会計（介護保険事業勘定）

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 ３．地域支援事業費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 26-３　介護保険サービスの充実 市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要
介護サービスの提供の場を訪ね、サービスを利用する者等の話を聞き、相談に応じ、登録を行い申し出のあったサー
ビス事業者等に派遣すること等により、利用者の疑問や不満、不安の解消を図るとともに、派遣を受けた事業所にお
ける介護サービスの質的な向上を図ることを目的とする事業。

対　   　象 すべての介護サービス事業と介護サービス利用者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

介護サービス事業所を訪問し、介護サービス利用者の相談に応じる。

意       図
（成果指標）

利用者の疑問や不満、不安の解消を図るとともに、派遣を受けた事業所における介護サービスの質的な向上を図る。たとえ相談
を受けなくても、利用者との何気ない会話や行事に参加することなどを通じて、問題や改善点などを発見することに繋がる。

活
動
指
標

介護相談員訪問回数 154 151 155 156

訪問している施設数 37 38 38

100.6% 160
介護相談員人数 6 6 6 6 100.0% 6

920
施設へ報告した件数 90 102 102 123 120.6% 102

38 100.0% 38

相談件数 950 920 920 833 90.5%

支
出
内
訳

①需用費 50,000 0 50,000 9,300

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

50,000
②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 53,000 50,000 106,000 100,000 100.0% 53,000
③工事請負費

851,000
支出合計（Ａ） 954,000 878,552 1,114,000 1,038,052 18.2% 954,000
⑤その他 851,000 828,552 958,000 928,752 12.1%

財
源
内
訳

①国庫支出金 381,000 347,028 440,000 410,031

③地方債

18.2% 377,000
②県支出金 191,000 173,514 220,000 205,015 18.2% 188,000

④その他（使用料、雑入等） 382,000 358,010 454,000 423,006 18.2% 389,000

収入合計 954,000 878,552 1,114,000 1,038,052 18.2% 954,000
⑤一般財源

0.0% 1

②年間所要時間 900 900 900 900 0.0% 900

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

3.4% 4,734,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

介護サービス事業所を訪問し、多くの介護サービス利用者の相談に応じた。

3,780,000 3,780,000 3,780,000 0.0% 3,780,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 4,734,000 4,658,552 4,894,000 4,818,052

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 3,780,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（または計画通り）継続実施とするが、事業全体との
バランスを常に考えた予算編成と執行管理を行う。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 箇所
③
① 千円
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 介護給付費等費用適正化事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成21年度 終了年度

社会福祉課

予 算 事 業 名 介護給付費等費用適正化事業 係　   　名 介護保険係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1148

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 ２．包括的支援事業・任意事業費

施  策  名 26　豊かな長寿社会の実現 目 ５．任意事業費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 介護保険事業特別会計（介護保険事業勘定）

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 ３．地域支援事業費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 26-３　介護保険サービスの充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
利用者に対する適切な介護サービスが確保されるとともに、不適切な給付を削減することを目的として、利用者本人
（家族）に対し、サービスの請求状況や費用等について通知する。
居宅介護支援事業所を対象にケアプランチェックを実施する。

対　   　象 介護サービスを必要とする人

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

富山県国民健康保険事業連合会で作成したサービスの請求状況等の通知書を利用者本人（家族）に送付する。
市内の居宅介護支援事業所（10事業所）を訪問し、ケアプランチェックを実施する。

意       図
（成果指標）

適切な介護サービスを受けることができる。（通知書を利用者や家族に見てもらうことにより、不正請求がないかを
確認してもらえるし、又、ケアプランチェックの適正化を図ることができる。）

活
動
指
標

通知件数 4,335 4,911 4,950 5,080 102.6% 5,000
ケアプランチェック実施事業所 11 11 10 10 100.0% 10

4,496,294給付費／年 4,155,538 4,092,752 4,300,000 4,207,998 97.9%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

314,000
支出合計（Ａ） 506,000 414,830 301,000 300,574 -27.5% 314,000
⑤その他 506,000 414,830 301,000 300,574 -27.5%

財
源
内
訳

①国庫支出金 203,000 163,858 119,000 118,727

③地方債

-27.5% 124,000
②県支出金 156,000 81,929 59,000 59,363 -27.5% 62,000

④その他（使用料、雑入等） 147,000 169,043 123,000 122,484 -27.5% 128,000

収入合計 506,000 414,830 301,000 300,574 -27.5% 314,000
⑤一般財源

0.0% 1

②年間所要時間 400 400 400 400 0.0% 400

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

-5.5% 1,994,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

富山県国民健康保険団体連合会で作成したサービスの請求状況等の通知書を利用者本人（家族）に対し送付した。
市内の居宅介護支援事業所（11事業所）を訪問し、ケアプランチェックを実施した。

1,680,000 1,680,000 1,680,000 0.0% 1,680,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 2,186,000 2,094,830 1,981,000 1,980,574

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,680,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（または計画通り）継続実施とするが、事業全体との
バランスを常に考えた予算編成と執行管理を行う。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 千円
② 千円
③
① 千円
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 介護給付費精算事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成12年度 終了年度

社会福祉課

予 算 事 業 名 国県支出金等返納金、他会計繰出金、介護給付費準備基金積立金 係　   　名 介護保険係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1148

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 １．償還金及び還付加算金

施  策  名 26　豊かな長寿社会の実現 目 ２．国県支出金等返還金

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 介護保険事業特別会計（介護保険事業勘定）

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 ５．諸支出金

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 26-３　介護保険サービスの充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要

介護給付費等の費用は、50％が公費負担となっており、国が25％（施設等給付費15％）、県12.5％（施設等給付費
17.5％）、市町村が12.5％となっている。
国・県の負担金は、前年度実績を踏まえ、当該年度分は概算で交付され、給付費確定後に次年度予算にて精算をす
る。

対　   　象 介護サービスを必要とする人

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

給付費の確定に伴い国・県交付金及び積立金を精算する。
貸付金の償還。

意       図
（成果指標）

必要とするサービスを受けることができる。

活
動
指
標

国県への返納金 2,423 7,904 847 40,642 4798.3% 1
介護給付費準備基金積立金 22,877 14,716 5,100 59,324 1163.2% 1

4,398,512給付費／年 4,155,538 4,092,752 4,300,000 4,207,998 97.9%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

1,000
支出合計（Ａ） 50,332,000 26,652,420 41,490,000 40,642,265 52.5% 1,000
⑤その他 50,332,000 26,652,420 41,490,000 40,642,265 52.5%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 50,332,000 26,652,420 41,490,000 40,642,265 52.5% 1,000

収入合計 50,332,000 26,652,420 41,490,000 40,642,265 52.5% 1,000
⑤一般財源

0.0% 1

②年間所要時間 400 400 400 400 0.0% 400

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

49.4% 1,681,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

給付費の確定に伴い国・県交付金及び積立金を精算した。

1,680,000 1,680,000 1,680,000 0.0% 1,680,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 52,012,000 28,332,420 43,170,000 42,322,265

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,680,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（または計画通り）継続実施とするが、事業全体との
バランスを常に考えた予算編成と執行管理を行う。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 回
③ 回
① 人
② 人
③ 人

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 サービス事業者振興事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成12年度 終了年度

社会福祉課

予 算 事 業 名 なし 係　   　名 介護保険係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1148

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項

施  策  名 26　豊かな長寿社会の実現 目

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 予算なし

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 26-３　介護保険サービスの充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 介護保険事業に関する研修会の開催及び情報交換や介護サービスに関する研究等を行う。

対　   　象 市内介護保険サービス事業者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

・役員会及び総会　・研修会　・介護相談員との懇談会
・介護職員初任者研修　・視察研修

意       図
（成果指標）

介護サービス事業者の資質の向上及び知識・技術の研鑽並びに事業所間の連携・情報交換を図る。

活
動
指
標

研修会（開催回数） 4 3 4 5

その他 2 2 2

125.0% 4
役員会・総会（開催回数） 4 5 4 4 100.0% 4

200
役員会・総会参加延べ人数 150 173 150 155 103.3% 150

2 100.0% 2

研修会（説明会）参加延べ人数 200 144 200 287 143.5%

支
出
内
訳

①需用費

35

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

その他参加延べ人数 35 39 35 36 102.9%

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

支出合計（Ａ） 0 0 0 0 0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）

収入合計 0 0 0 0 0
⑤一般財源

0.0% 2

②年間所要時間 900 900 300 300 -66.7% 300

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2 2

-66.7% 1,260,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

・役員会及び総会　・研修会　・介護相談員との懇談会
・介護職員初任者研修（実施せず）　・視察研修

3,780,000 1,260,000 1,260,000 -66.7% 1,260,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 3,780,000 3,780,000 1,260,000 1,260,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 3,780,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現状のまま（または計画通り）継続実施とするが、事業全体との
バランスを常に考えた予算編成と執行管理を行う。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　


